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 内部通報制度運用上の実務課題と解決 
〜内部通報制度認証(自己適合宣言登録)を意識した自己評価・改善のポイント 

講師 田島
た じ ま

正広
ま さ ひ ろ

氏     田島・寺西法律事務所 弁護士 

日時 2019 年６月１８日（火）午後１時３０分～午後４時３０分 
多くの企業不祥事が内部通報によって明らかになる中、内部通報制度は企業・組織が不祥事を早期に発見してその自浄を図るために不

可欠なコーポレート・ガバナンスの重要手段として位置付けられるに至っています。今や内部通報制度の積極的活用なくして企業価値の

最大化は困難な時代と言えます。  

この点、内部通報制度の実効性向上によるコンプライアンス確立の観点から、平成 28 年に改正された「公益通報者保護法を踏まえた内

部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン」において論及された内部監査や中立・公正な第三者等を活用した客観的

な評価・点検を具体化するものとして、近時、内部通報制度認証制度（自己適合宣言登録制度）が検討され導入されることになりました。

ここでは、内部通報制度を適切に整備・運用する事業者に、自己評価に基づく自己適合宣言による WCMS（  Whistleblowing Compliance 

Management System ）マークを付与して的確に評価することで、消費者・取引先・株主をはじめとする様々なステークホルダーから

の評価・信頼を高め、コンプライアンスの質を向上させて企業の存立基盤を強化し、国民生活の安全・安心を確保することが期待されて

います。  

しかしながら、企業法務の現場では、内部通報制度を導入してはみたものの、通報件数が伸び悩んだり、重要な不祥事情報が内部通報

ではなく社外への告発を通じて露見するケースが数多く散見されます。その背景には、制度導入から日が浅く通報処理実績が伸びない場

合や、社内研修による通報制度の周知が不十分な場合はもとより、通報制度の制度設計・運用上、通報者保護や調査体制が必ずしも的確

とは言えない、あるいは社員の信頼を十分に得られていない場合、さらには経営陣のコンプライアンス経営への取り組みが徹底していな

い場合も見られます。ここでは、通報者保護への信頼感や通報制度による不祥事改善への期待が、社内的に必ずしも高まっていない実態

が存在すると言わざるを得ないところです。これを裏付ける通報は実際に多く見られます。このようなコンプライアンス上の課題を抽出

して改善し、自己適合宣言が的確に行える体制を整備することが、企業・組織の存立基盤を確実にするためには不可欠と言えるでしょう。 

そこで、今回のセミナーでは、「リスクマネジメントとしての内部通報制度～通報窓口担当者のための実践的Ｑ＆Ａ」の代表編著者であ

り、弁護士として、また内部通報制度外部窓口を展開するフェアリンクスコンサルティング株式会社の代表者として、長年に渡り数多く

の企業・組織の内部通報制度や外部窓口の導入・運営に携わる田島正広弁護士を招き、自己適合宣言登録を意識した内部通報制度の自己

評価・改善のポイントを解説致します。  

想定される様々なリスクを踏まえて、いかに制度を改善して自己評価を高めるべきか、実務経験に基づく実践的解説をご期待ください。 

１．「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイ

ドライン」改正のポイントと対処上の留意点 

２．内部通報制度認証制度（自己適合宣言登録制度）の概要 

３．内部通報制度運用上の実務課題の解決と自己評価改善のポイント 
(1) 通報対応と調査実施、判断を行う組織と運用方法は？経営陣に関連する通報事案での例外的手順は？   

(2) 通報対象事実を法令違反に限らず、内部規程違反も含めるべきか？   

(3) 窓口の利用対象者を従業員に限らず、その家族や退職者、取引先も含めるべきか？   

(4) 匿名通報を受け付けているか？その受付・取扱い方法は？   

(5) 通報取扱いの際、通報者情報の共有範囲をどの範囲に設定しているか？報告書式に反映できているか？   

(6) 通報調査の際、通報及び通報者を悟られないための配慮をしているか？日頃から調査は実施しているか？   

(7) 調査対象は、通報に関連する部署に限定するべきか？   

(8) 通報対象事実の存否に関する判断が判然としない場合の対応は？   

(9) 調査により、別件の不祥事の存在が疑われる場合の対応は？調査対象を通報対象事実に限定すべきか？   

(10) 経営陣から独立した通報窓口を設置しているか？顧問弁護士を外部窓口にする場合の留意点とは？  

(11) 通報調査関係者に守秘義務を課しているか？  

(12) 通報調査関係者への通報取扱い・聴取に関する教育、研修の実施内容は？  

(13) 通報制度に関する全社的な周知、研修の実施内容と効果測定方法は？  

(14) 通報者へのフィードバックの仕方と内容は？  

(15) 通報者及び調査協力者に不利益処分がないことの確認をしているか？運用手順に落とし込めているか？   

(16) 通報対象者を懲戒した場合の社内公表の仕方と内容は？  

(17) 内部通報制度の評価・改善をどのように行っているか？  

４．質疑応答 
田島正広氏：田島・寺西法律事務所代表パートナー弁護士、フェアリンクスコンサルティング株式会社代表取締役。早稲田大学法学部卒。平成 8 年弁護士登

録（東京弁護士会）。企業統治、コンプライアンス、内部通報制度外部窓口業務、不祥事調査対応等を広く扱う。平成 25 年国家公務員倫理審査会「公務員倫

理に関する懇談会」に有識者として参加する等、官公庁各種懇談会委員を歴任。平成 20 年～ 26 年慶応義塾大学大学院法学研究科非常勤講師（憲法学）。  

主著：「リスクマネジメントとしての内部通報制度―通報窓口担当者のための実務Ｑ＆Ａ」（代表編著、税務経理協会）、「リスクマネジメント実務の法律相談」

（第 4 章執筆、青林書院）、「会社役員の法的責任とコーポレート・ガバナンス」（第 3 章執筆、同文舘出版）、「インターネット新時代の法律実務Ｑ＆Ａ  第 3

版」（監修・編集代表、日本加除出版）、「 AI ビジネスの法律実務」（第 10 章執筆・日本加除出版）。                                                

※録音･ビデオ撮影はご遠慮下さい。  
 

■主催  経 営 調 査 研 究 会  

■後援  金 融 財 務 研 究 会                     
https:/ /www.kinyu.co.jp  

 
Facebook：https://www.facebook.com/keichoken  
Twitter：https://twitter.com/#!/keichoken  
Blog：https://kinyu.co.jp/blog/ 



 

２０１９年６月１８日（火） 
１３：３０ ～１６：３０ 
 

茅場町･グリンヒルビル  

金融財務研究会本社 セミナールーム  
東京都中央区日本橋茅場町 1-10-8 
TEL 03-5651-2030 
地下鉄東西線・日比谷線  茅場町駅  

６番出口より徒歩１分   

（開場は開演の３０分前です。）      
 
１名につき３４ ,１００円  

（消費税、参考資料を含む）  

１社２名以上同時に参加お申込みいた  

だいた場合、お２人目から１名につき２９,０００円。追加申込みの場合は

その旨ご記入下さい。  
 
経営調査研究会  ホームページ https://www.kinyu.co.jp/ 
〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町 1-10-8 グリンヒルビル  

TEL 03-5651-2033  FAX 03-5695-8005 
 
ファックス又は郵便にて参加申込書をお送り下さい。上記ホームページの申込欄か
らもお申込いただけます。折り返し、受講証と請求書を郵送致します。参加費は下
記の普通預金口座に開催日前日までにお振込み下さい。（但し経理の都合等で間に
合わない場合は、ご連絡いただければお待ちいたします。）参加費の払戻しは致し
ませんので申し込まれた方がご都合の悪い時は代理の方がご出席下さい。又当日ご
参加になれなかった場合、当社および金融財務研究会主催の他のセミナーに無料で
ご出席いただけます。 (但し新しいセミナーの参加費との差額が 2,000 円以上の時
は差額をお支払いいただきます。また、振替は 1 年以内にお願いいたします。 )  

ご記入いただきました個人情報は、当社および関係会社の受講者名簿の整備や今後開催される  

セミナーのご案内等に使用します。  

普通預金 口座名  (株)経営調査研究会  
 
三菱 UFJ 銀行 八重洲通支店 0602180 三井住友銀行 東京中央支店 3207281 

みずほ銀行  京 橋 支 店 1813877 三菱 UFJ 信託銀行 日本橋支店  1979947 

      
  

切らずにこのままお送り下さい  
  

 
 
内部通報制度運用上の実務課題と解決  

  ６／１８  

 
◆参加申込書◆ 

FAX 03-5695-8005 
 
 
２０１９年  月    日  

ご連絡・講師へのご質問等ご記入下さい   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*ｾﾐﾅｰｺｰﾄﾞ 1095（Law-k191095）                     

会 社 名 

TEL 
FAX 

 
E-Mail 

所 在 地 
〒 

参加者ご氏名  部課名  

〃  〃  

〃  〃  

〃  〃  

書類送付先 

(同上の場合記入不要)    

ご担当者                  部課名 

TEL                    FAX                                    

お申込の翌日には「受講証・請求書」を発送しておりますが、お手元に届かない場合は、弊社までご連絡下さい。 

開 催 日 

会 場 

参 加 費 

申 込 先 

申込方法 

振込口座 

 


